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Ⅰ 法人概要 

１ 法人の現況 

(1) 法人名 

   公立大学法人岐阜県立看護大学 

(2) 所在地 

   岐阜県羽島市江吉良町３０４７番地１ 

(3) 設立年月日 

   平成２２年４月１日 

(4) 役員の状況 

理事長  小西 美智子 

理事    黒江 ゆり子 

理事    北山 三津子 

理事    佐藤 昭三 

理事（非常勤）岡安 賢二 

監事    浅井 直美 

監事    安達 和平 

(5) 組織図 

   別紙のとおり 

(6) 職員数（平成２３年５月１日現在の教員・事務職員数） 

   教員 ５３名（学長含む。） 事務職員 ２７名  

２ 法人の基本的な目標 

(1) 中期目標の前文 

  岐阜県立看護大学は、岐阜県民の保健・医療・福祉のニーズに対応するためには看護サービ

スの質の向上が急務であるとして、平成１２年に開設され、看護の基礎を修得した人材の供給、

大学院教育による看護実践指導者の育成、現職看護職者の生涯学習支援のための路を拓いてき

た。 

公立大学法人岐阜県立看護大学は、これまでの実績をさらに発展させ、県民に提供される看

護サービスの質の向上に広く貢献できる看護学の研究と有為な人材の育成を図るため、学問の

自由を基礎に据えた看護学の高等教育機関として大学を設置し、管理することを目的とする。 

前記の目的を達成するため、看護職としての責任を遂行できる人材を育成するとともに、県

内の現職看護職者に対しては、大学院教育を中核とした看護学にかかる生涯学習を推進するほ

か、専門性を高めるための学習の機会を積極的に提供し、その資質の向上に努める。 

(2) その他法人の特徴として記載すべき事項 

本学では、人々の健康と福祉の充実のために貢献できる看護専門職者を育成することを追求

している。看護学は、保健師･助産師･看護師等の看護職者が行う業務や諸活動に科学的根拠と

理論的体系を与える学問であるが、特に、これらの看護職者が日常行う看護サービスの質の向

上と現状の改革を導く実践性の高い研究活動に力点をおき、人材育成を主眼としている。 

  近年、ケアに関する人々の要望は多様化･複雑化している。これらに対応するためには、単に

技術や知識を身につけるだけではなく、豊かな人間性と確実な技術力と倫理的判断力が求めら
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れている。これらができる人づくりが、看護学部看護学科と大学院看護学研究科のめざすとこ

ろである。 

  本学の研究活動では、県立大学の特色を踏まえて、岐阜県下の看護職とともに、現地に出向

いて共同研究を推進し、看護実践の改善･充実に努めている。看護実践の質を高める活動の輪を

広げながら、本学卒業者を含め、看護の実務に就いている職業人の生涯学習の拠点としての役

割を担う。岐阜県下の看護サービスの向上から出発した研究･教育活動を通して、国内はもとよ

り、世界のどの地でも通用する看護学の普遍的知見を創出し、実践性･応用性に富む学術の発展

を図ろうとしている。 

 

３ 設置する大学の概要 

(1) 名称 

岐阜県立看護大学 

(2) 看護学部看護学科の教育理念・目標 

ア 教育理念 

看護学は、保健師、助産師、看護師等、看護職の仕事の専門性を支える学問である。本学は、

どのようにしたら人々に質の高い看護サービスが提供できるかを追求する。そのために看護学

の立場から責任を持って問題解決に取り組める人材を育成することを目指している。 

  学士課程では、看護学領域の専門の基礎を教授する。これからの看護専門職には、人々のヘ

ルスケアニーズに対応できる能力や、多様な課題の問題解決に取り組むために自らの専門機能

を拡大していく能力、さらには保健・医療・福祉領域の専門職や関係者とケアチームを組んで

協働し、各メンバーの役割機能を調整し指導性を発揮できる能力が求められる。学士課程の段

階では、その基盤となる総合的な学力と人間性の涵養を重視する。 

   また、本学は、県内の保健・医療・福祉の諸問題に対しては、県立の高等教育機関として研

究活動に基づく理論的な裏付けを持って創造的な解決策を提言し、改革の原動力となる人材の

育成と供給を行う。そのために、地域の生活文化や人々のライフスタイルに即応したヘルスケ

アのあり方を追求し、看護実践にかかる研究活動を活発に行う。したがって、看護学科の教育

では、これらの研究活動を反映し、実践性・応用性に富んだ教育素材を用いた学修が組まれて

いる。看護学は、生涯を通してその専門性を深めるべき学問領域であるので、看護学科では、

これらの特色ある教育を通して、その入り口を確実に導く。 

イ 教育目標 

本学で育成しようとする看護職の姿は、看護実践の中で必要となるヒューマンケアの基本と

技術を身につけ、患者など看護の対象が遭遇した困難や諸問題の解決について、深い責任を感

じ、常に創造的に問題解決行動をとって活躍できる人である。 

  そのため、次の能力の育成を目指す。  

・看護実践に必要な基本的技術と知識を持つジェネラリストとしての能力  

・生活者としての人間に対する深い理解と総合的判断力  

・看護の対象となる人とその家族、地域住民等の本来持っている問題解決能力を支え、健康問

題の解決に貢献する能力  

・保健・医療・福祉等の関係者並びに地域を構成する人など、ケアにかかわる人々と協働活動

ができる能力 
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・看護実践を重ねることを通して看護学研究への関心を高め、看護実践の改革に貢献できる基

礎的能力 

(3) 看護学研究科の教育理念・目標 

ア 教育理念 

看護の諸活動は、人々の生活の営みを健康生活の面から支えるものであり、その中心的課題 

は人権尊重に基づく自立的問題解決への支援である。この支援では、常に看護サービス利用者

中心のあり方が基本となる。 

  本研究科では、個人の尊厳と人権の尊重を基盤に据えた利用者中心のケアのあり方を追究し、

広い視野から看護実践の改革を積極的に推進できる創造的・先駆的指導者層の育成を目指して

いる。この教育・研究活動を通して、国民が受け取る看護サービスの質の向上を図り、同時に、

実践性・応用性の高い看護学の確立と発展を図ることを目的としている。  

 

イ 教育目標 

  (ｱ) 博士前期課程 
看護実践の現場で活躍する専門性の高い人材の育成を目指している。そのため、看護実践の

現場において利用者の多種多彩なニーズを適確に捉え、利用者中心のケアを確実に導くことが

できることを重視している。 
これらの看護職者は、同時に看護実践の特質を踏まえた看護学教育にも関与でき、現職者の

看護生涯学習支援に貢献できる人材であり、下記の能力を有する看護の実践的指導者である。 
・専門性の高い看護実践を遂行する能力 

  ・看護の質の充実に向けた改革を実行する能力 
  ・多様な関係者の中で、ケア充実に向けた調整･管理をする能力 
  ・総合的視野と高い倫理観に基づく看護サービスを改革する能力 
  ・各種の専門領域で、後輩の指導を担う能力 
 

(ｲ) 博士後期課程 
看護実践の研究能力を付与する教育を担うことのできる看護職者を育成する。 
具体的には、まず大学･大学院における教員として、看護実践の特質を踏まえた教育研究活動

を実施できる人の育成である。次に、看護実践現場において必要な人材として、複雑な要因が

絡む看護実践の改革を組織的に指導できる実践研究指導者の育成である。 
そのために、下記の能力を培う。 
・保健･医療･福祉施設など、看護サービスが提供される場に関与する多様な要因について理

解ができ、実践の改善･改革の研究を指導できる能力 
・県域の看護行政･看護政策にかかわる看護実践研究の課題が明確化でき、看護行政施策の進

展に向けた研究的取組みができる能力 
・利用者中心の看護として、倫理的課題を把握し、看護実践の改善に向けた研究的取組みが

できる能力 
・看護実践の改善･改革を目指す看護学の学士課程教育(基礎教育)や大学院教育を実施できる
能力 
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(4) 沿革 

平成１２年４月 岐阜県立看護大学開学 

  平成１６年４月 看護学研究科看護学専攻（修士課程）開設 

  平成１８年４月 看護学研究科看護学専攻（博士課程）開設 

  平成２２年４月 地方独立行政法人法に基づき公立大学法人へ移行 

(5) 学生の状況（平成２３年５月１日現在の学部学生・大学院学生数） 

  看護学部   ３２４名 

  看護学研究科  ４５名 

(6) その他 

  平成２０年４月に看護学研究科専門看護師コース（慢性看護、小児看護、がん看護）を開講

した。大学院博士前期課程に専門看護師コースの第１回修了生２名が、平成２３年１２月に専

門看護師認定審査に合格した（「小児看護」「がん看護」）。 

 

Ⅱ 事業実績 

【全体的な状況】 

１ 大学の教育研究等の質の向上の状況 

本学は平成２３年４月１日に平成２２年度受審した大学基準協会からの大学評価（認証評価）

結果として、大学基準に適合していると認定された（認定期間は平成２３年４月１日～平成３０

年３月３１日）。 
本学は岐阜県内看護職者の生涯学習支援拠点としての役割を重視し、本学教員と現場看護職者

が対等な立場で看護実践の改善・工夫・改革を目指す共同研究事業を開学以来推進している。ま

た大学院看護学研究科博士前期課程で学修する大学院生は現職の看護者であり、それぞれ所属す

る看護実践現場の改革・改善を研究的に取り組み修士論文・課題研究を完成させている。これら

の過程を通して大学教員は、看護実践研究・指導能力を研鑽し、学部及び大学院における看護学

教育・研究の質向上を担保している。これらの活動については上記認証評価において、県内の医

療施設、保健所、市町村、学校、福祉施設との共同研究等は県内看護の質向上に向けた取り組み

となっていると評価された。また看護学研究科博士前期課程修了時に学生、学生の同僚と上司の

３者から看護実践研究に対する評価を得て、看護研究指導方法の改善に繋げている体制も評価さ

れた。さらに大学院生指導、共同研究、実習指導、卒業者支援を行う際に、教員による直接面談

指導に加えてテレビ会議システムを補完的に使用していることは大学の知的資源を広く利用者が

活用できる設備であると評価され、今後は実習指導・研究指導に活用の拡大と設置数の増加を検

討したい。 
一方認証評価における３項目の助言を受けてそれぞれ検討した。授業評価の学生への公開、シ

ラバス（授業計画）への成績評価方法の明記等については、専任教員が担当している看護学専門

科目に関する授業評価の公開内容と方法、成績評価方法を含め学生が自主的に学修を推進できる

シラバス（授業計画）案を検討し共有した。今後専門関連科目、教養科目についても実施するこ

とを検討していく。大学院博士後期課程における学位授与方針の作成については、大学院課程の

教育理念・目標及び教育方法を、利用者である地域の人々にはホームページや大学院案内に、学

生には学生便覧に掲載するためにその内容を検討した。大学院担当教員の査定方法の明確化につ
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いては、博士前期・後期課程別に研究指導教員、授業担当教員、演習担当教員を峻別すると同時

に、教員の研究教育能力の育成・活動方法についても検討している。平成２３年度の教員業績は、

科学研究費補助金代表者は１２名、論文投稿は紀要１１編、学会誌９編、学会発表４０件の研究

実績であるが、今後はＦＤ活動や領域単位での研究教育活動を通して、全教員が研究教育能力を

研鑽し、大学院研究指導が担当できる教員を増加させていくことは課題であると考えている。 
大学のグローバル化が求められる中で、平成２３年度は本学の生涯学習支援拠点としての活動

のあり方を国際的視点から点検評価するために、ＷＢＬ（Work Based Learning）に関する研修会

を英国から交流のあった講師２名を招聘し９月１２～１４日に全教員が参加して行った。また、

教員の国際的研究能力を育成するために、海外で開催される学術集会に研究報告する者を支援す

る海外研修支援事業実施要項を制定し、精神看護学准教授の国際精神看護学会での発表を支援し

た。 

学部教育については、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の改正に伴い、カリキュラムの

検討を行ったが、従来から人々の健康・保健・福祉ニーズに対応した看護職者の人材育成の拠点

として看護学教育を行っているので、科目内容・単位数の変更の必要がなく、現行カリキュラム

で平成２３年度に文部科学省から承認された。 
本学は岐阜県内の看護職人材育成の拠点として、また生涯学習支援拠点としての役割を担って

いることから、卒業者である看護職者の生涯学習を支援するために、同窓会と協働して卒業者と

教員が看護実践の改善・工夫・改革について意見交換する「看護実践を語る会」の第１回を開催

した。さらに岐阜県内で就業している卒業者を対象に、職場定着と看護実践研究能力の発展を支

援するために、「卒業者研究支援事業」を創設し、平成２４年度から運営する体制を整備し、看護

人材育成及び生涯学習支援の拠点活動を推進して行く方針である。 

 
２ 業務運営の改善及び効率化の状況 

法人移行後２年目となるが、昨年度と同様、運営の基盤作りは大きな課題である。法人運営に

ついては、法人の中枢機関である理事会、経営審議会、教育研究審議会の運営も定着し年間を通

じて定期的に開催することができた。専任された外部委員も２年目となり、審議事項についての

意見交換を重ねることができた。また、法人と教学組織としての大学の関係も実態を踏まえて対

策会議や連携協力委員を置く関連部会などの業務の見直しを行うなど、より実効あるものへと取

り組むことができた。法人移行後、法人と大学がそれぞれ役割機能を分担することとなったが、

それを基礎にして双方が一体となって運営されることが有効であり、法人化の意義がある。その

ため法人移行に伴い制度化した連携協力委員制度はその一環であり、法人と大学の連携を図る取

り組みとして定着しつつある。小規模大学である本学では、法人と大学が一体となって運営を進

めるため、全員での取り組み、全員が共通認識をもって運営に関わっていくことを進めている。

そのために、例えばオープンキャンパスやセンター入試などでは全員が関わるよう役割を分担す

るなどして全員参加を促すとともに、大学として引き受ける事業についても各専門領域が順番に

担当するなどとしている。また、今後の職員評価制度において法人・大学運営の参画についても

評価に加えるなどの工夫を行っていくこととしている。 

 人事に関しては、職員採用計画に基づき法人の事務職員の採用試験を初めて実施するとともに、

併せて県職員の割愛採用も行い、計２名を法人職員として採用することとした。その結果、平成

２４年度は県からの派遣職員について２名解消することとなった。また、事務職員の採用と同時



6 
 

に職員の研修計画を策定し、大学における人材育成を計画的に進めていくこととした。大学の人

材育成は、より専門性の高い職員の育成とともに組織の構成員全員で育成していくことを目指し

ている。 

一方で、大学の質の向上は、それを担う職員の質の向上がなければ成り立たない。各自研鑽に

努めているものの、大学としてそれを評価しより高いものへと進める必要がある。そのため評価

のあり方を定め、今後の評価制度構築の指針とした。なお、契約職員についても法人移行後のあ

り方を定め、今後体制を整備していくこととした。 

教育研究の担い手である教員の確保については、教育研究活動に支障のないよう退職者や欠員

の補充に努めた。看護学教員については、なお全国的にも人材不足が続いており、補充にあたっ

ては情報収集を行い、適切な人材確保に努めるとともに併せて任期付教員制度の活用も図った。 

  事務の改善、効率化への取り組みについては、法人移行後の独立した組織として業務の基礎と
なる事務の手引きやマニュアルの作成に取り組んだ。これまで県の機関として県で作成された統

一の基準や要領に基づき行っていたが、法人移行後は独自のものが求められるところであり、で

きるだけ早い時期にすべての業務において作成していくこととしている。 

 危機管理については、東日本大震災を契機に災害への備えが喫緊に求められるところであり被

災時における食料、水などの非常備品の整備に努めるともに被災時の具体的対応について今後検

討を進めることとした。平常時における日常的な学内の安全点検や防災訓練、あるいは学生の大

学生活上の安全予防研修などについては引き続き実施した。 
 

３ 財務内容の改善の状況 

本学は看護学部看護学科のみの単科大学であり、他の総合大学に比べ授業料などの自己財源の

他に大きく期待できる財源に乏しく、財源の大幅な増加は難しい。しかしながら、その中で教育

研究機関として可能な限り自己財源の確保に努めている。科学研究費補助金は研究活動の充実と

ともに外部資金としての性格を持つことから本学においてもその獲得の向上に向けた取り組みを

行った。また、教員が独自に外部資金の獲得ができるよう公募状況を周知している。 

 さらに、学外者の大学施設の利用について有料化を実施し、少額ではあるが財源確保に取り組

んだ。また、低金利の中ではあるが、法人移行２年目にあたり、年間の資金の計画執行が可能と

なったことから資金運用を行った。その他、複数年契約の実行、節電への取り組みなど、各種業

務を見直しながら経費の節減対策を実施した。 

 いずれも大学の力の維持、向上とのバランスをとりながら進めていくとともに、財務内容の改

善により大学の新たな展開に繋げていくことを目指す。 

  なお、前年度の改善の取り組みの結果、概ね５千万円程度の剰余金が生じた。これについては、

２～３年の動向を見ながら今後の大学の経営戦略に反映させていくこととする。 

 

 

４ 自己点検・評価及び情報提供の状況 

大学は、学校教育法に定めるところによりその教育研究水準の向上に資するため教育及び研究、

組織及び運営並びに施設及び設備の状況について自己点検及び評価を行い、その結果を公表する

ことが求められている。また、同時に７年間ごとに外部の認証評価機関により評価を受けなけれ

ばならないこととされている。本学においては従前から教育研究及び大学運営について毎年自己
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点検・評価を行い、報告書として冊子を作成するとともにそれを基に改善改革に努めている。な

お、これに関する報告書として大学の自己点検・評価報告書及び教員のＦＤ活動報告書について

は２年ごとに作成、学生の健康管理に関する報告書については毎年度作成し、それぞれ公表を行

っている。 

また、平成２２年度において外部認証機関である大学基準協会による外部評価を受け、その結

果も公表している。 

大学の教育研究の情報提供については、学校教育法施行規則において公表しなければならない

とされており、そこに定める事項はホームページ等で公表するとともに、大学独自の事業につい

てもホームページ等に掲載し、大学がその使命を果たしている姿を公開している。ホームページ

については、インターネット社会が生活のあらゆるところに拡大しつつある現在、有効な広報戦

略の手段としてとらえ、今後、充実を図ることとしている。 

 

５ その他業務運営に関する重要事項の状況 

大学の施設・設備は、教育研究の環境整備の大きな柱として欠かせないものであり、その充実

は教職員だけでなく学生の大学生活を送る上で重要なものとなっている。さらに、本学受験の志

望動機にも繋がっており、学生募集にも影響を及ぼすものである。本学の施設・設備は、開学以

来１０年余が経過し、至る所で根本的に修繕しなければならないものや更新しなければならない

システムがあり、早急に対応していく必要に迫られている。このため、経費面を含め長・中期的

な修繕等の計画を策定し、次年度以降、計画的に取り組むこととした。 

  倫理に関しては、研究機関の一つとして研究倫理はもとより、ハラスメントに関する事項や個

人情報の取り扱いなど大学特有の問題として取り組みを行っている。研究倫理については審査基

準に基づき外部の有識者を含む研究倫理審査部会で審議している。またハラスメントについては

相談体制の整備、投書箱の設置の他、研修会を実施し、ハラスメント防止等に努めたところであ

る。 

  環境に関しては、省エネルギー対策のためエネルギー診断や事務室の照明を LEDに取り替える

など環境に配慮した取り組みを行った。なお、環境美化活動と意識高揚のため、大学周辺の清掃

活動も毎年２回程度実施している。 
 
【特記事項】 

＜大学の教育研究等の質の向上の状況＞ 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(1)看護学部看護学科 

平成２３年度は、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の改正に伴う本学科のカリキュラム

の見直しと充実に向けた取り組みを行い、変更承認申請を行った（平成２３年９月１３日申請、

平成２３年１２月２６日承認）。平成２３年１月６日に保健師助産師看護師学校養成所指定規則

の一部を改正する省令が公布されたこと、及び文部科学省の「大学における看護系人材育成の在

り方に関する検討会」において、学士課程卒業時の看護実践能力の到達目標改訂版が示されたこ

とに基づき、教務委員会を中核として検討チームを設置し、本学の理念であるところの県民の健

康と福祉の充実に貢献し、看護学における理論体系と科学的根拠を身に着け、看護の対象者が遭

遇した困難や諸問題について創造的に問題解決行動をとれる能力を育成するような教育課程とし
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て一層の検討を行った。それにより、保健師教育科目名の一部変更等を含むカリキュラム変更案

を作成し、平成２３年９月１３日に変更承認申請を行い、同年１２月２６日に承認を受けた。ま

た、当該変更に伴い、履修規程を変更し、承認されたカリキュラムを次年度４月１日から実施す

る準備を整えた。 

さらに、平成２１年度から４年次学生を対象として、卒業時の看護実践能力の到達目標に照ら

した自己評価、教員による到達度の確認、到達するための学習の補充を強化しており、平成２３

年度は、次年度からの「看護学統合演習」の本格実施に向けて、全学的取組体制のもとに実施方

法を確立した。 
教養科目及び専門関連科目においては、生涯にわたり自己の生き方を追究する力を培うことと

幅広い視野で学際的な知を活用する基礎力を培うことを目指し、高い専門性と独自性を有する非

常勤講師を含めた教員による教育を実施した。同時に、非常勤講師による科目においては、教養・

専門関連科目運営委員会及び学内担当教員によるサポート体制を一層充実させ、教育内容の検討

及び学生の学修支援を協働で行うことにより、学生の学修支援の質向上を図った。 
大学の教育研究の質向上のためには、教職員の能力向上が必須であり、本学科におけるファカ

ルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動は、教員の専門領域にとどまらず、本学教員として大

学全体への視野をもって主体的に考え行動するための教育能力の開発を目指している。そのため、

教員の希望を踏まえた研修会の設定、専任教員が教養・専門関連科目の学内担当教員として授業

運営に携わる体制、看護実践の改革につながる共同研究方法の検討会等多様な取組を組織的かつ

継続的に実施している。平成２３年度は、卒業時到達目標に関する研修会、科学研究費補助金申

請に向けた研修会及び初年次教育に関する学外交流等を含めた活動を促進的に行った。 

 

(2)大学院看護学研究科 

平成２３年度は、博士前期課程１１名、博士後期課程３名が修了し、所属施設で就業を継続し

ている。博士前期課程修了者の内３名は、専門看護師コースの修了者（慢性看護１名、小児看護

１名、がん看護１名）であった。また、２２年度に専門看護師コースを修了した３名の内２名が

専門看護師認定審査を受験し合格した。今後職場において指導者として活躍が期待される。 
教育研究指導改善への組織的取組を行うために、修了者全員（５１名）を対象として、在学時

の教育内容・方法の評価と修了後の活動実績に関する調査を実施した。その結果、ほぼ全員が「看

護実践を研究的にまとめることの重要性を認識した」「看護を考えるうえで視野が広がった」等看

護に対する考えが変化したと回答しており、６割以上の者が引き続き現在も看護実践の改善・充

実に取り組んでいることがわかった。 
また、看護実践の具体的な諸課題に焦点をあて、その解決能力の育成のために、ＦＤ研修会を

重ねてきており、修士論文の研究指導方法の開発に取り組んでいるが、平成２３年度は、看護専

門領域を超えた協働授業により、看護実践の課題分析・課題解決のための研究計画立案段階（１

年次）における共通の指導方法の基礎を築いた。 
  
２ 研究に関する目標を達成するための措置 

教員が自己の専門性を深める研究及び専門領域に応じた教育方法の開発に関する研究等を個人

の責任において主体的・計画的に行うことができるための研究基盤の一つとして外部資金獲得に

向けた取組を継続的に行った。平成２１年度より科学研究費補助金申請に向けたＦＤを実施して



9 
 

おり、平成２３年度は前年度に新規申請した９件のうち５件採択されたことにより、教員の２３％

（１２人：新規５人、継続７人）が科学研究費助成事業の研究代表者となった。当該ＦＤを平成

２３年度は２回開催し、申請予定者が研究計画書を提示して教員間の意見交流を行い、それらの

意見を踏まえて申請書を作成し、申請するプロセスを経た。また、当該申請書の作成時点におい

て学長、学部長が申請書の内容を確認し、個別の面談により指導を行った。なお、教員が研究成

果を適切な方法で公表して外部評価を受けることができる機会として本学紀要が活用できるよう

に、平成２３年度においても投稿を呼びかけ、平成２３年度紀要においては原著１編、研究報告

８編、資料１編の公表がなされるとともに、助教などの若手教員からの投稿（原著１編、研究報

告２編）があり、公表の場としての紀要の内容充実が図られた。 

 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

学部卒業者及び大学院修了者が岐阜県内の看護実践現場でそれぞれ専門性を発揮して活躍でき

るように、学部卒業者及び大学院修了者が比較的多く就業している県内３医療機関において看護

部管理者と学長、学部長、研究科長及び看護学領域責任教授と意見交換を行い、特に看護実践の

改革・改善を推進する看護実践研究活動の推進と本学が実施している生涯学習支援の活用に関す

る課題とその改善策について共有し、今後も交流を深めることとした。 

岐阜県看護職と行う共同研究の推進と看護実践改革・改善に活かせるように、共同研究者の自

己点検評価を基に、共同研究実施期間を１年または２年間を選択できるようにした。また、県内

の看護サービスの質を向上させるための研究への組織的かつ積極的取組を継続して行い、看護実

践現場の看護職とともに考える場とする「共同研究報告と討論の会」を２月に開催し、２４課題

の報告と熱心な討議が行われた。その報告会の開催案内は岐阜県内医療保健福祉機関に送付する

とともに、ホームページに掲載し、看護職の参加を促した。専門分野の看護活動課題を抽出しそ

の解決方法を検討するための看護実践研究指導事業として、岐阜地域を対象に「地域における訪

問看護ステーションの活動を充実発展させるために」、「助産師の専門性を高める研修プログラム

の開発」を行った。岐阜県看護実践研究交流会の会員に行う研究支援事業は、１０課題２０名の

看護職者に行い、昨年に比べて３倍に増加した。今後も交流会の企画運営支援とともに、会員の

看護実践改善活動に貢献することとした。 

岐阜県が主催する「新任保健師研修会」は２日間で参加者２２名、「保健師ステップアップ前期

研修会」は２日間で参加者１５名、「保健師実習指導者研修会」の個別及び集団にそれぞれ講師を

派遣し、保健師の質向上に貢献した。岐阜県教育委員会に協力し特別支援学校看護講師対象の「医

療的ケア専門研修」は２日間３０名参加、教職員免許更新講習では養護教諭分野で「障がい児の

疾患と医療的ケア技術の理解」は６名、「保健室経営の充実」は２４名が参加し、養護教諭の質向

上に、それぞれ貢献した。 
 

４ 教育研究組織と実施体制に関する目標を達成するための措置 

教員の教育研究活動については、地域基礎看護学、機能看護学、育成期看護学、成熟期看護学

領域及び看護研究センターが、教員の専門性を尊重し自主的で活発な教育研究活動の取組を推進

し、同時に組織構成員としての協調性を持って、相互に協力支援する体制を推進するために各領

域に責任者を置いているが、その責任者の選出方法について「看護学領域・看護研究センター責

任者の選出に係る申し合わせ」を作成した。教員人事構成、教育研究活動への支援のあり方等に
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ついて、責任者と学部長・事務局長・学長と随時会議を開催し意見交換し、教員の教育研究活動

を推進した。 

学部及び大学院の教育研究に関する重要事項は教授会及び研究科委員会で審議し、領域責任者

及び看護研究センター責任者がその結果を各教員に説明する体制に加えて、教員全員が理解する

必要のある教育研究活動及び大学運営方針を周知するために、定例教員会議の開催回数を４回か

ら６回に変更した。そのうち２回は教養・専門関連科目運営会議と同一日に開催し、教員の運営

会議への参画を促し学部の非常勤講師への授業運営支援体制を強化した。非常勤講師の専門性と

本学教育との整合性を保持し、教育の質を保持するために、専門科目は各看護学領域で検討して

いるが、教養科目及び専門関連科目については、教養・専門関連科目運営委員会が審議している。

教養科目は必修科目として生涯体育、英語、日本語、情報があり、英語と情報は専任教員が担当

している。一方、選択科目である人間の理解群６科目、世界の理解群１４科目、地域社会の理解

群１１科目は科目ごとに非常勤講師を選任している。この３選択科目群について共通性と関連性

を視点に、専任教員の最低担当科目数である３科目以上を担当可能な分野を検討したが、該当す

る科目群は明確にならなかった。 

 

＜業務運営の改善及び効率化の状況＞ 

１ 業務運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

(1) 内部監査実施体制の強化 

小規模な事務局体制であることによる監査実施体制を補うため、法人監事（公認会計士）に協

力を求めて内部監査を依頼し、事務局職員とともに科学研究費補助金の内部監査を実施した。今

後も、監事との連携体制が継続できれば、効果的に内部監査を実施することができるものと考え

る。 

 

(2) 事務局職員の連携体制の構築 

開学以来、事務局では主だった会議の開催はなかったが、法人事務局総務企画課、大学学務課

及び大学図書館の情報共有を図るために、教授会終了後遅滞なく、各課で会議を開催する取組を

平成２３年１１月から開始した。 

また、各担当の業務を円滑に進めるために、平成２３年１２月からチーフ以上の職員で構成す

るチーフ以上会議を開催した。 

 

２ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（1）プロパー職員採用試験の実施 

プロパー職員採用計画に基づき、法人化後初めての事務局職員採用試験を実施し、１名を採用

した。なお、試験の実施にあたっては、法人の人事管理対策会議において、年間業務スケジュー

ル、教養試験問題提供業者の選定、評価方法など必要な準備を行った。 

第１次試験 平成２３年 ９月１８日(日) 教養試験及び論文試験 

第２次試験 平成２３年１０月１６日(日) 適性試験及び口述試験 

 

(2) 事務職員評価制度の構築 

勤務評価、事務局内異動、研修を通じた職員育成や資質向上を図るために、プロパー職員を対
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象とした職員評価制度を構築した。 

 

３ 事務の実施体制の充実及び効率化に関する目標を達成するための措置 

(1) 予算検証の実施 

予算執行目標の達成状況、効率化対象の可能性、平成２４年度予算編成の要望等について、事

務局職員に対する予算検証ヒアリングを実施し、その検証結果を平成２４年度予算編成に活用し

て効率的な予算編成を行うことができた。 

ヒアリング実施日 平成２３年１１月８日～９日 

※予算執行目標 執行額は配分された予算額の９５％以内とすること。 

  

(2) 事務職員の育成 

プロパー職員の育成やプロパー職員への事務承継を円滑に進めるために、新規に採用する事務

局職員に対して、契約職員を含む全事務局職員が講師となって、法人及び大学のすべての業務の

概要を説明する「スタートアップ研修」制度を創設した。 

また、県の新規採用者が受講する「新規採用研修（前・後期、９日間）」に法人の新規採用者が

受講できるように、岐阜県の職員研修所と調整を図った。 

 

４ 危機管理に関する目標を達成するための措置 

(1) 災害時の協定締結 

①岐阜県との協定 

災害時における被災者等の安全確保、生活復興等の対策を迅速かつ円滑に推進するとともに、

県内の防災教育・防災研究の振興を図るための大学の支援協力について県内の２５大学等ととも

に岐阜県と基本協定を締結した。 

協定締結日 平成２３年１１月２４日 

支援協力事項  

・被災者を一時収容するための施設の提供や支援物資等を集積するための施設の提供等 

・災害対策、防災対策を図るための専門的知見を活かした指導・助言 

・学生の災害・防災ボランティア活動の自主的な参加に対する支援等 

 

②岐阜羽島警察署との協定 

岐阜羽島警察署の施設が自然災害で使用できなくなったときに、大学の施設を羽島警察署が利

用することについての協定を締結した。 

協定締結日 平成２３年１１月１８日 

 

(2) 災害用備蓄品の購入 

昨年度の経営努力により生じた剰余金を活用して、災害時の本学学生や職員の避難に備えて、

羽島市が避難所を設置して救援物資が確保されるまでの間の備蓄品を購入した。 

数量積算 

避難する学生、職員を３００人と見込む。 

羽島市が避難所を設置し救援物資が確保されるまでの３日間と見込む。 
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備蓄品リスト 

・食料品 非常用保存水、紙コップ、非常食(乾パン、クラッカー) 

・衛生用品 簡易トイレ、吊り下げ式簡易手洗器、生理用品 

・生活用品 ティッシュ、タオル、毛布、ゴミ袋 

・その他 発電式懐中電灯、ポリバケツ  

 

＜財務内容の改善の状況＞ 

１ 自己収入の確保に関する目標を達成するための措置 

(1) 研究に関する外部資金情報の提供 

 研究に関する外部資金の募集案内を、教員に対して１４件の外部資金公募情報を提供した。特

に、平成２３年度からは、郵送により提供される外部資金情報の他に、職員がインターネットに

より検索して情報提供し、外部資金の確保に努めた。 

 また、昨年度に始めた外部資金の情報提供の取組が教員に浸透し、若手教員が自ら外部資金の

情報を収集して申請を行い、外部資金を獲得するなど取組の成果は着実に現れてきた。 

  

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 (1) 複数年契約の締結 

大学の施設管理委託業務（清掃業務及び施設管理業務）に関して、法人の契約審査会に諮るな

ど複数年契約に向けた準備を行い、平成２４年度から２７年度までの４年間の契約を締結し、管

理経費の節減を推進した。 

 

３ 資産の運用管理に関する目標を達成するための措置 

(1) 資金運用の実施 

平成２３年度から余裕資金については定期預金で運用した。長期余裕資金の運用にあたっては、

預金金利を市内の３行の見積合わせにより運用先を選定した。 

 

＜自己点検・評価及び情報提供の状況＞ 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

(1) 改善措置の検討  

大学基準協会から大学評価結果として助言を受けた授業評価結果の学生への公表やシラバスの

充実について、教務委員会が中心になり全学的に検討を行い改善に取り組んだ。 

 改善の取組内容 

・学生の授業評価の学生への公開の試行準備 

・成績評価方法及び授業計画の記載方法の改善 

 

 ２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

(1) 入札結果の公表 

法人の入札についてはホームページ上の調達情報で入札の公告を行っているが、一般競争入札

に関する落札者を決定したときは、落札者の氏名、落札金額等をホームページに掲載し、法人運

営の透明性を図った。 
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公表した一般競争入札 

・情報システム関連機器等導入及び賃貸借維持管理委託業務 

・教務システム更新及び保守管理業務委託 

  

＜その他業務運営に関する重要事項の状況＞ 

１ 施設・設備の整備、活用等に関する目標を達成するための措置 

(1) 修繕計画の作成 

本学は開学して１２年が経過し、建物及び施設等については経年劣化等に伴う重なる維持修繕

を行ってきており、施設等の安全、安心を確保するための劣化防止や劣化部分の改善するための

修繕計画を策定した。 

第１期中期計画中、緊急性の高い施設及び設備は次のとおりである。 

・大学校舎の冷暖房 

・入退室管理システム 

・大学講堂のＡＶ設備 

・図書館照明設備 

・研究棟の雨漏対策 

・職員宿舎の空調設備及び給湯器 

 

２ 倫理に関する目標を達成するための措置 

(1) キャンパスハラスメント防止研修会 

教職員向けキャンパスハラスメント防止研修会を、教育能力開発委員会とキャンパスハラスメ

ント防止対策部会が協働して企画し、教職員のグループディスカッションによる形式で開催した。 

テーマ 「キャンパスハラスメント防止に向けて」 

 

 ３ 環境の保護に関する目標を達成するための措置 

(1) 省電力への取組 

東日本大震災の影響により、夏以降の電力量の絶対的な不足が見込まれ、大学は電力の大口需

要者であることから、省電力への取組として学生や教職員に呼びかけ、協力を依頼した。 

第１次取組 平成２３年６月８日  

取組内容 冷暖房時の温度設定の１℃抑制 等１０項目 

第２次取組 平成２３年７月２１日 

取組内容 ８月の盆の時期を一斉休業とし、大学への立入禁止 等６項目  
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【事業の実施状況】 

＜大学の教育研究等の質の向上の状況＞ 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）人材の育成 

ア 看護学部看護学科の教育 

(ｱ) 平成２４年度から実施する「看護学統合演習」に向けて、教養教育を包含した卒業時の到達

目標とその学修支援方法を検討し、４年次生７９名に試行した。 

(ｲ) 授業科目別に当該年度の改善事項、次年度改善計画、他の科目との関連で充実・精選・効果

的な方法について、授業担当教員がまとめ、教務委員会で確認し、教授会で周知した。 

(ｳ) 保健師助産師看護師学校養成所指定規則の改正に伴い、本学科のカリキュラムの見直しと充

実を図り、平成２３年９月１３日に変更承認申請を行い、１２月２６日に承認された。 

（ｴ） １年次１セメスターにおける４領域の看護学概論の中で行う看護学概論学外演習において、

学生が社会における看護の役割と特性について理解できるように学内グループワークの展開

方法を見直し実施した。 

（ｵ） 教養科目及び専門関連科目の各学内担当教員は、本学看護学生の特性及び学生の学修状況を

非常勤講師が把握して授業展開できるように、学生への授業評価、事前学習の資料作成、参考

図書の選定に協力し、学生の教養教育の学修支援に努めた。 

(ｶ) 教務委員会と各領域が協働して、平成２４年度から実施する「看護学統合演習」に向けて、

卒業研究での学修を踏まえた看護実践能力到達度に関して教務委員会と各領域が連携して検討

した。 

 

イ 大学院看護学研究科の教育    

(ｱ) １年次における特別研究指導として、事前に学生に報告すべき事項を提示したうえで、７月

及び１１月に領域を超えた協働授業を実施した。また、協働授業に対する教員の実施評価を基

にＦＤ研修会を開催し、次年度は学生の授業評価を実施することにした。 

(ｲ) 学生及び教員による平成22年度末の授業評価結果に基づき、看護政策論の講師適格者を選任

するとともに、全領域とも看護学特論Ⅰは１セメスター、看護学特論Ⅱは３～４セメスターに

開講することとした。 

(ｳ) 平成２３年度の学生便覧に修士論文最終試験審査基準を明記し、当該基準に基づき審査を行

った。 

(ｴ) 看護実践改革につながる研究を実施するために、職場における課題を共有し、改善・改革を

組織的に推進する方法について、ＦＤ研修会で議論した。 

(ｵ) 平成２３年度の学生便覧に博士論文最終試験審査基準を明記し、当該基準に基づき審査を行

った。 

(ｶ) 看護実践研究指導を検討するＦＤ研修会を行い、学生の教育背景・職位・役割の違いによる

指導方法の工夫点等の指導の実態を共有・検討した。 

(ｷ) 看護学実習を専門看護師のいる複数の他施設及び自施設で行い、専門性の育成及び自施設で

の看護実践現場改善に向けた課題研究の推進を支援した。 

(ｸ) 専門看護師教育課程は１１課程あり、本学はそのうち３課程を開講している。本学教員の専

門領域と県内看護職の需要との関係を、在宅看護、母性看護等について検討した。なお、開設
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の必要性の意向は高くはなかった。 

(ｹ) 平成２２年度修了者を対象として行った三者評価において、看護実践改革の推進に貢献して

いる評価が多かったことから、現行の指導体制を維持することとした。 

 

（２）学生の確保 

ア 適切な入学者選抜の実施    

(ｱ)  入学試験種別毎の入学後の成績、進路等について分析を行い、その結果を基に、県内就職の

推進と自ら進路を選択したことが明確になるような面接評価方法に改善した。 

(ｲ) 入学試験関係書類の漏洩を防止するため、入試試験実施に係る教職員の書類の保管、管理、

回収を徹底させた。 

(ｳ)  入試問題については過去２年間分を閲覧可能とする等の入学試験に関する情報開示の改善

に基づき実施した。また、入試問題の開示方法について検討をしていくこととした。 

(ｴ) 従来実施してきた出願資格審査の審査方針を研究科委員会で確認し、今後は、学生募集要項

の審査方法に明記する方向で検討した。 

 

 

イ 広報活動の充実      

(ｱ) 広報活動対策会議の方針に基づき、オープンキャンパス等広報に関する検討を行い、中学生、

高校生及び保護者、教員への理解度が高まるように、内容改善を行うとともに、出張式大学説

明会を継続実施した。また、学生は自主的に母校訪問を、３年次生及び４年次生が実施した。 

内 容 開催日 参加者数等 

オープンキャンパス H23.8.7～8.8 818 名（H22年度 668名） 

出張式大学説明会 
H23.5 月～11 月  
７高校及び岐阜県看護協会
（H22 年度６高校） 

210 名（H22年度 153名） 
 

(ｲ) １年次生を対象とした｢本学選択に影響を与えた媒体に関する入学時調査｣を継続実施し、ホ

ームページの利用者が多かったことから充実方法を検討し、次年度以降のホームページの充実

に向けて取り組むこととした。 

(ｳ) 昨年度実施した県内の認定看護師の活動実態調査結果を認定看護師研修会（１１月１９日開

催参加者２３名）にて説明し、本学の生涯学習支援事業の活用を促した。また、認定看護師と

の共同研究「医療機関における認定看護師の活動の充実に向けた検討」を開始し、大学院での

学修への関心を高めた。 

 

（３）学生支援     

ア 学修支援 

(ｱ) 学生生活委員会及び学生相談教員が行う定期的個別面談から得られた課題及びニーズにつ

いて、教務委員会及び関連教員が共有し、継続的に学生の学修支援を行う体制として強化した。 

（ｲ） 学生が自己学習できるように、教員が自己学習課題を明確にし成果を確認する学修支援体制

として整備していくことを周知した。 

（ｳ）すべての科目について、学生の授業評価に客観的指標を導入し、非常勤講師を含む教員の授
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業評価にはその内容を考慮した学修支援方法を次年度に反映していくようにした。 

(ｴ)  卒業時到達目標を達成するために、看護学統合演習の授業内容を決定し、案に基づき実施し

た。また、教務委員会と学生生活委員会が協働して平成２３年度学生生活実態調査（１１月実

施、回収率８５％）を実施し、学修支援環境及び学修支援方法について検討した。 

（ｵ） 平成２１年度の学生生活実態調査結果に基づき、主体的な学修支援を目指して、評価方法の

記載等シラバスの充実を行った。 

(ｶ) 博士前期課程２、３年次生と年度当初に懇談会を開催し、授業で使用する書籍の図書館への

配備、指定図書の記載等のシラバスの充実、個別暖房の整備を行った。 

(ｷ) 看護学特別研究について、職場の同僚・上司および看護管理者への報告を半年に１回実施す

るよう指示するとともに、指導を強化するために、テレビ会議システムの設置施設を１か所増

設した。 

 

イ 学生生活支援 

(ｱ) 学生自治会による岐看祭及びクリスマスコンサート等の開催に際して、学生生活委員会が相

談支援を行った。また、サークル顧問教員と学生生活委員によるサークル顧問会議を開催し、

各サークルの状況を共有する等、学生の課外活動に対する支援の活性化を図った。 

［顧問会議開催日］ ２月１５日 

９サークル中７サークルの顧問が参加 

(ｲ)  学生指導に係る各種研修会等に事務職員を参加させて、学生支援に係る能力の向上を図っ

た。 

 研修会名 参加職員 

東海、北陸、近畿地区学生指導研究会 学務課職員 

ハラスメント研修会 事務局長 

岐阜大学保健管理研究会 健康管理室保健師 

ハラスメント相談担当者セミナー 健康管理室保健師 

新奨学金業務システム説明会 学務課契約職員 

大学図書館職員短期研修 図書館司書 

暴力の予防啓発指導者のための研修 健康管理室保健師 

(ｳ) 大学独自の授業料免除制度に基づき、授業料減免判定会議を開催し、その判定により減免を

行った。 

セメスター 人数 

平成 23 年度前期 全額 3人、半額 3人 

平成 23 年度後期 全額 3人、半額 4人 

(ｴ)  １、２年次学生の学生生活への適応を支援するため、学生生活委員会委員と学年相談教員が

個別面接を実施し、課題を教員会議で共有し、学生生活を支援した。（１年次学生：４－５月、

２年次学生：１月） 

(ｵ)  ４月に定期健康診断を実施し、保健師が要精検の学生には受診勧奨、要観察の学生には個別

相談・指導を行った。また、学生が主体的に健康管理できることを目指して、①定期健康診断

結果の個別返却時（１～４年次）、②Ｂ型肝炎抗原抗体検査結果の個別返却時（２年次）、③小
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児感染症抗体検査結果の個別返却時（1年次）の各返却時に説明時間を設け、健康相談対応と

健康学習支援を実施した。さらに、心の問題の場合は、個別相談をしながら、学内のカウンセ

リングに繋げたり、学生相談教員の紹介を行った。 

（ｶ）  学生の心の問題に適切に対応するため、精神科顧問医に学生の心の問題について助言を受

ける相談会を５回実施した。また、緊急に対応することが必要であった時に、電話による相談

を１回行った。さらに、内科的に緊急を要する場合には、校医である内科系非常勤医師に相談

し対応した。 

［相談会］（５ 月、６ 月、７ 月、１０ 月、１２ 月） 

相談学生数 延べ１７名 

［電話相談］（６ 月） 

(ｷ)  非常勤カウンセラーによる週１回のカウンセリングの開設を継続した。（利用件数３１件）

なお、緊急を要する場合は、学生生活委員長に連絡する体制をとった。 

(ｸ)  インフルエンザ感染予防については、流行期前（１１月）の健康管理室だよりのテーマをイ

ンフルエンザ予防とし、予防方法と感染が疑われた際の対処法について周知を図った。また、

健康の自己管理について１事例発生ごとに全学的に呼びかける取組を行った。 

(ｹ)  大学敷地内の全面禁煙を継続実施するとともに、１年次を対象とした「たばこに関するセミ

ナー」を実施し、健康教育を担う看護専門職としての自覚を促した。 

［セミナー開催日］ １０月２１日  参加者８０ 名 

 

ウ 就職支援 

（ｱ）  就職体験研修については、医療施設が独自に開催しているインターンシップ研修が多くなっ

てきている現状を踏まえて、医療施設との共同開催の方法を見直し、平成２３年度は医療施設

や学生の同意のもと、各医療施設のインターンシップの情報を提供することとした。なお、市

町村保健師の職場体験研修については、引き続き、海津市と共同で２月に実施した。 

(ｲ)  求人情報を職種・地域別にファイリングし、就職・進路支援室で情報を提供した。室内には

学生用ホワイトボードや施設見学、就職体験研修などのコーナーを設けて、学生間で情報を交

換できるようにした。また、自習室にパソコンを整備し、就職情報を閲覧できるようにした。 

(ｳ)  就職・進路対策部会の構成教員は、看護師、保健師、助産師、養護教諭からなり、専門性を

生かした相談体制を継続した。 

（ｴ） 就職ガイダンスの対象を拡大するとともに開催回数も年 1回から２回へ増やし、学生を支援

した。 

就職者数 ７６名 

県内就職者数 ４７名 

県内就職率 ６１．８％ 

(ｵ) 看護師・保健師国家試験ＷＥＢ 版の継続活用とともに、自己学習の場として演習室を提供し

た。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究の方向性 

ア 地域基礎看護学領域では、学士課程おける地区診断・地域診断の教授方法を学術集会に報告
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した。 

機能看護学領域では、看護専門職としてのマネジメント能力の育成過程を学術集会、本学紀

要に報告した。 

成熟期看護学領域では、実習における実践と理論の統合への支援を学術集会、本学紀要に報

告した。 

育成期看護学領域では、小児看護学におけるアセスメント演習、技術演習を紀要に報告した。 

イ 共同研究を２４課題実施し、対象施設は７４施設、参加看護職等は２０３名であった。 

また、「共同研究報告と討論の会」では現場の看護職者１６８名と教員参加による１０分の発

表後に３５分の討議を行った。 

ウ 看護実践研究指導事業として岐阜圏域の訪問看護ステーション看護職及び助産所助産師とワ

ークショップを行い課題と対策を検討した。 

 

（２）研究の水準の向上と成果の公表 

ア 看護教育、看護実践に関する研究を学会や学会誌に報告することを教員会議で呼びかけた。

その結果、紀要第１２巻１号への掲載は、巻頭言、原著１編、研究報告８編、資料１編で、昨

年度と比べ２編増加した。 

看護系学会学術集会への発表は４０件、学会誌等は９編であった。 

イ 「共同研究報告と討論の会」報告書の自己点検評価から内容の充実を目的に２年間の研究期

間を設けた。その結果、申請件数は４件あった。 

また、共同研究はすべて本学倫理審査委員会の承認を得た。 

ウ 紀要、共同研究、看護実践指導事業の全文はすべてホームページに掲載した。 

エ 科学研究費補助金の新規応募資格者４６名中、申請者数は９名（２０％）であった。 

   平成２２年度実績 新規応募資格者５０名、申請者数は１６名（３２％） 

オ 共同研究を学会発表した課題は１件であった。 

 

（３）研究倫理の遵守 

ア 研究倫理審査部会を６,９,１１,２月の４回開催し、４０件の倫理審査を行った。１３件は１

回目の審査で、２５件は２回目の審査で承認となった。２件は不承認となった。 

イ 共同研究はすべて本学研究倫理審査部会の承認を必要としたので、倫理審査申請書を共同で

作成し、審査結果を共有した。 

 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

（１）県内の看護サービスの質の向上に直結する人材の供給 

ア ６月に４年次生を対象に県内１１医療機関就職ガイダンスを看護部長、卒業生の出席を得て

行った結果参加者は２５名であった。また、試行として２、３年次を対象に県内１１医療機関

就職ガイダンスを１月に看護部長、卒業生の出席を得て行った結果、１３８名の参加があった。

個別ブースでは卒業生と学生の話し合いが行われ盛況であり、参加した施設及び学生の双方か

ら好評を得た。 

イ 久美愛厚生病院において、看護部長、副看護部長、本学卒業生と学長、学部長、領域責任者

が意見交換し、看護サービスの課題を検討した。また、県が行う新任保健師研修会に講師を派
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遣し支援を行った。 

ウ １１月２６日に同窓会と協働で「看護実践を語る会」を開催し、卒業者２１名の参加があっ

た。好評であり次年度以降は年２回開催することとした。 

エ 第１期の専門看護師課程修了生の認定試験の準備態勢の支援を各職場に呼びかけた結果、２

名が受験し合格した。また修了生３名が認定看護管理者の試験に合格した。 

 

（２）看護生涯学習支援体制の充実 

ア 博士前期課程修了者の追跡調査を実施したところ、平成１８年度～２０年度修了生２１名の

うち１３名（６１．９％）、平成２１年度～２３年度修了生３０名のうち１６名（５３．３％）

から回答があった。その結果、修士論文の課題を継続して実践していること、及び成果を学会

発表していることが把握できたので、継続して支援することとした。 

イ 共同研究課題の実施継続期間をみると１０年以上が４題、５～９年が８題あり、これら１２

課題についての研究集積・分析から看護実践モデルを作り、看護実践研究指導事業に発展する

可能性を検討した。 

ウ 第９回岐阜県看護実践研究交流集会を９月２７日に共催し、１７１名の参加があった。開催

にあたっては、演題募集、発表者への倫理的配慮の指導を行い、さらに、開催広報及び運営に

ついて協力した。平成２２年度修了院生の修士論文報告の座長を教員が行った。 

また、岐阜県看護実践研究交流会の会員に行う研究支援事業を、県内１０医療機関４０名の

看護職者に行った。 

エ 県内看護職者４６５３名が図書館利用者として登録し、学外来館者は延べ６６１４名であっ

た。文献検索講習会を、利用者の意見を反映して定例開催から随時開催に行うように改善した

結果、１０回行い、５５名の参加があり、このうち１回は学外（岐阜県看護協会）で実施した。 

 

（３）看護サービスに関する県内ニーズへの対応 

ア 岐阜県看護協会主催の看護管理者研修会等に教員が参加し、本学大学院の専門看護師教育課

程を含めた大学院教育を紹介した。 

イ 博士前期課程修了者の追跡調査等を実施した結果、精神看護の専門看護師コースの開設や必

要な単位の取得を希望する回答があった。 

ウ 岐阜看護協会主催の認定看護師ステップアップ交流会で平成２２年度に行った県内「認定看護

師活動実態調査」から得られた課題を報告し、意見交換した。 

本学、岐阜県健康福祉部及び岐阜県看護協会の｢看護人材に関する三者連絡協議会｣は設置され

ており、必要に応じて協議会委員と意見交換を行った。 

 

（４）県の看護政策推進への寄与 

ア 看護師等の確保等に関する施策に対する県の看護師等就業協力委員やヘルスプランぎふ２１

（岐阜県健康増進計画）の策定、推進、評価の見直し等を行うヘルスプランぎふ２１推進会議

委員に教員が就任し、県施策に対して協力した。 

イ 昨年度に引き続き、県が行う「新任保健師研修会」、保健師対象の「ステップアップ後期研修

会」、「保健師実習指導者講習会」特別支援学校の看護講師を対象とした「医療的ケア専門研修」、

教職員免許更新講習における「障がい児の疾患と医療的ケア技術の理解」及び「保健室経営の
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充実」の企画運営を行った。 

 

４  教育研究組織と実施体制に関する目標を達成するための措置   

（１）適正な教育研究組織及び教員配置 

ア ４看護専門領域責任教員と看護研究センター責任教員からなる「領域責任者会議」を開催し、

教員の教育・研究環境に関して意見交換し、運営体制を強化した。 

イ 領域単位に共同研究や科学研究費補助金の成果を授業・実習に取り入れるとともに、実習の

展開方法を担当者間で討議し、教育能力及び研究能力を育成した。 

ウ 非常勤講師を採用する場合は、教育効果を検討し、本学の教育目標に適合する教員の確保に

努めた。「日本の文化と歴史」「岐阜の暮らしと経済」の非常勤講師を、上記の方針に基づき、

採用した。 

エ 看護学実習の開始前と終了時以外に加えて、実習時中に責任教員、実習学生、施設側指導者、

看護実習指導者等とのカンファレンスを実習計画の中に取り入れ、学習成果の共有と課題の解

決を行った。 

 

（２）教員の能力向上 

ア ＦＤ活動として、「文部科学省科学研究費補助金申請に向けた研修会」参加教員５２名（９

８％）、「看護専門科目の授業内容の理解と卒業時到達目標について」参加者５１名（９８％）、

「看護実践研究指導事業の活性化について」参加者４８名（９６％）、「キャンパスハラスメン

ト防止教職員研修会」参加者６９名（９６％）を行った。 

また、教養教育のＦＤを高めるために、初年次教育に関して教育能力開発委員会委員が中心

になって、石川県立看護大学教員と意見交換し、能力育成強化に努めた。 

イ 領域実習及び卒業研究の実習指導時において、本学教員が、担当教員と全施設の看護責任者・

実習指導看護職と卒業者支援を含めて協議し、卒業生の看護実践課題を把握し看護部と支援を

含めた対応策について検討した。 

 

（３）外部諸機関との連携 

ア 羽島市民病院、岐阜県総合医療センター、久美愛厚生連病院と看護人材育成を連携強化して

推進する方法および看護課題の共有について、学長、学部長、研究科長、領域責任教授、看護

研究センター教員と検討を行った。 

イ 新卒者交流会及び卒後２年目卒業者交流会を５月２１日と６月２３日に本学で行い、教員及

び卒業者との意見交換を通して、就業支援と大学院進学等の生涯学習支援を行った。参加者は

新卒者が３４名、２年目卒業者１９名であった。 

 

＜業務運営の改善及び効率化の状況＞ 

１ 業務運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

（１）業務運営体制の構築 

ア 定期開催（３月及び６月）に加え、各委員に面談する持ち回り審議を実施し、法人運営に対

する意見を拝聴した。 
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実施日 提案者 内  容 

６月理事会 非常勤理事 プロパー職員採用時の集団

面接の必要性 

12月持ち回

り審議 

経営審議会委員 開学に関わった職員へのイ

ンタビューを盛り込むなど

記念誌の工夫 

イ プロパー職員の採用を見据えた契約職員の雇用方針を作成した。検討にあたっては、全国の

公立大学法人に非常勤職員の労働条件調査を９月に実施し、検討の参考とした。 

   

（２）教員及び事務職員の連携体制の構築 

ア 連携委員は法人の対策会議に出席し企画立案等に携わり、教授会の活動に反映させるなど、

法人移行を契機に創設した連携委員制度は円滑に機能した。 

 

イ 大学の委員会に事務職員が、法人の対策会議には教員が参加して、教員は教育や研究の企画

立案、事務職員は議事録の作成や予算執行業務を行い、教員と事務職員が協働して委員会や対

策会議を運営した。 

 

（３）外部意見の反映 

   看護の人材育成と活用等に関する連絡協議会を７月に開催し、意見交換を行った。また、議事

録を作成し、大学ＨＰ上で公開した。 

   

（４）業務運営の適正化 

ア 法人監事（公認会計士）の協力を得て、共同して科学研究費補助金の内部監査を９月に実施

した。 

イ 内部監査を担当していない企画担当職員に、内部監査初心者を対象とした内部監査入門講座

を１１月に受講させて、内部監査の基礎能力の向上を図った。 

 

２ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（１）人材の確保 

ア 教員 

(ｱ) 教員の裁量労働制については、継続して実施した。また、健康状況調査については、７月に

実施し、教員の健康状態を把握し、必要な者については産業医との面談を計画した。 

(ｲ) 衛生委員会を適宜開催するとともに、職場巡視を１２月に行い、職員の安全衛生環境の保持

に努めた。 

(ｳ) 教員については公募により、教育経験や看護実践経験を踏まえて、教員選考基準に基づき選

考し採用した。 

  

イ 事務職員 

法人事務局プロパー職員採用試験を実施し、事務職員１名を採用した。 

１次試験実施日  ９月１８日  
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２次試験実施日 １０月１６日 

  

（２）評価制度の構築 

法人の人事管理対策会議で検討を行い、職員評価の基本方針を作成した。 

また、事務職員に係る評価項目の検討を行うなど、事務職員の評価制度を構築した。 

 

３ 事務の実施体制の充実及び効率化に関する目標を達成するための措置 

（１）実施体制の充実 

公立大学法人移行後の事務組織について検証を行い、本件について３月に監事の臨時監査を

受けた。 

 

（２）事務職員の育成 

ア 事務局職員の研修方針及び研修計画を作成した。 

イ プロパー職員の育成を図るため、事務職員（契約職員を含む。）によるスタートアップ研修の

計画を立案した。 

 

（３）事務の効率化 

ア 法人移行後の事務決裁の実態に合わせて、法人事務決裁規程の一部改正を行った。 

イ 職員に対して、業務マニュアルの作成の必要性を呼びかけて、大学独自のマニュアルを作成

した。 

作成した主なマニュアルは次のとおり。 

・入試業務マニュアル 

・学生生活支援業務マニュアル 

・図書館資産管理マニュアル 

  外 １０業務マニュアル 

 

４ 危機管理に関する目標を達成するための措置 

（１）危機管理に関するマニュアル作成と体制の確立 

ア 理事が１２月に公立大学協会の主催する副学長等協議会に出席し、他大学の危機管理につい

て情報収集を図った。 

イ 教授会、教員会議等において、危機管理に関する事案について注意喚起し、周知した。また、

緊急を要する事案については学内メールにより周知した。 

実施月 周知方法 内  容 

10 月 教員会議 他大学における情報流出事件を受け、情報管理の徹底に

ついて注意喚起 

１月 メール インフルエンザ患者発生時､学生・教職員 に注意喚起 

 

（２）安全環境の確保と指導 

ア 日常的に学内を点検し、体育館外壁タイル及び講義棟等雨漏りの修繕を行った。 

イ １０月に消防訓練を実施し、１年次生及び教職員が参加した。 
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１年次生 ８０名中７８名参加 

教職員   ８１名中５０名参加 

ウ １年次生を対象とした、若年消費者被害防止セミナーを７月に、薬物乱用防止セミナーを12

月に開催した。 

若年消費者被害防止セミナー  ８０名中４７名参加 

薬物乱用防止セミナー  ８０名中７４名参加 

エ 平成２３年度は警察等からの不審者情報は無かったが、情報があった場合の連絡体制は整備

している。 

 

（３）健康危機管理と対策 

ア 岐阜県医師会リアルタイム感染症サーベイランスを利用し、感染症の発生状況を把握した。  

羽島市等地区でインフルエンザが１定点あたり１週間の平均患者数が４０人を超えて大流行と

なった１月１７日に、玄関、トイレ及び教室の出入り口に消毒液配備等の措置を取った。 

イ 学生や職員が感染症に罹患したので、学校感染症フロー図に沿って対応した。特段の問題は

なく感染症フロー図は適切であったことが確認できた。 

感染者等 状況 対処内容 

学生 インフルエンザ罹患 ・出席停止措置 

・注意喚起 

学生 実習先での肺結核の発

生 

・健康調査 

・健康状況の観察 

職員 百日咳の濃厚接触 ・出勤停止 

・接触者の健康調査 

・注意喚起 

 

（４）情報セキュリティポリシーの確立 

ア 危機管理対策会議において情報セキュリティポリシーを策定した。 

イ 必要に応じ、会議等の場において情報提供を行った。 

提供月 提供先 内 容 

10月 教員会議 他大学における情報流出事件を受け、

情報管理の徹底の注意喚起 

ウ 監査法人による事務職員を対象とした研修会を実施した。 

開催月 対象者 内 容 

８月 事務職員 「大学における情報漏洩の現状」 

 

＜財務内容の改善の状況＞ 

１ 自己収入の確保に関する目標を達成するための措置 

（１）外部資金の獲得 

ア 科学研究費補助金申請に向けて、学長及び学部長が申請者ごとに面談して申請書の指導及び

助言を行った。 
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 平成２４年度  １３件  ９，４００千円 

 平成２３年度  １２件 １１，３００千円  

イ 外部資金公募状況の一覧をサイボウズに掲示するとともに、外部資金に関する公募案内を、

随時教員に対してメールで周知した。 

 

（２）その他自己収入の確保 

ア 平成２３年４月より施設貸出の有料化を実施した。 

平成２３年度収入額 １，１０３千円 

イ 受益者負担を検討するために、１１月に学生証などの再交付手数料に関する調査を公立大学

に対して実施した。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

(1) 会計規程に則り、毎月の合計残高試算表及び予算執行状況集計表を理事長に報告した。また、

平成２２年度財務諸表について、教員会議において教員に報告するとともに、メールにより事

務職員に周知した 

(2) 施設管理業務の委託契約について平成２４年度から平成２７年度までの複数年契約を行っ

た。 

(3) 特別運営費交付金の対象となる施設の修繕費など各年度で臨時的に発生する経費を除いた

一般管理費は、再生紙や電気使用量の削減等の経営努力を行ったが、電気料金単価の引き上げ

等や法人として新たに必要となった経費（派遣職員に対する健康診断費の県負担廃止、科研費

の基金化に伴うプログラム改修等）が増えたことにより、対前年比９％増加した。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

財務管理対策会議において、運用資金基準及び運用計画を検討し、資金を３ケ月及び１年の定

期預金で運用した。 

 

＜自己点検・評価及び情報提供の状況＞ 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

(1)  大学においては自己点検評価委員会、法人においては事務局で、それぞれ教育研究又は法人

運営に係る現状、点検評価、改革に向けた方策等についての自己点検評価を行った。 

(2)  平成２３年３月に通知を受けた財団法人大学基準協会の大学評価の結果については、平成 

２３年４月７日に開催された教員会議において報告した。また、助言を受けた事項については、

継続して改善の取組を行うこととした。 

 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

(1)  紀要については、第１１巻１号（平成２３年３月発行）をホームページに掲載した。 

共同研究については、共同研究課題一覧及び「平成２２年度共同研究報告書」を掲載した。 

看護実践研究指導事業については、テーマ及び「平成２２年度看護実践研究指導事業報告書」

を掲載した。 

(2) 中期目標、中期計画、年度計画は法人情報として掲載し、変更があればその都度追加で掲載



25 
 

した。また、財務情報として財務諸表、大学運営・評価情報として認証評価状況などを掲載し

ているほか、理事会及び審議会の議事録を公開した。 

(3) 教育情報の公表項目について、全てホームページ上で公表した。 

(4) 財団法人大学基準協会から通知のあった大学評価結果については、大学ホームページに掲載

した。 

 

＜その他業務運営に関する重要事項の状況＞ 

１ 施設・設備の整備、活用等に関する目標を達成するための措置 

(1)  全教員による新刊選書を通年で実施するとともに、和書の選書を２回、洋書の選書を1回実

施し、新刊を中心に洋書も含めて７８０冊あまりの看護学書を購入し、所蔵を充実させた。 

また、これまでの利用状況を考慮して必要度が少ないと判断された雑誌の購入を控えるとと

もに、購入希望の多い看護系学会誌を中心に新たに購入することとした。 

(2) 施設等管理対策会議において、施設の中期修繕計画を作成した。 

(3) 施設、設備等の修繕を適宜行った。 

修繕月 修繕内容 

６月 研究棟西出窓フィルム貼り工事（８カ所） 

８月 天井張替及び漏水修繕 

９月 電気室内 蓄電池取替（９個） 

９月 LED 蛍光灯取替 

３月 講堂吊物装置ベルト等 

  

２ 倫理に関する目標を達成するための措置  

(1)  個人情報に関する事務を適正に行うために、個人情報保護に関する事務手続の手引書を作成

した。 

(2)  学生向け研修会（４月）や教職員向けキャンパスハラスメント防止研修会（１２月）を開催

するとともに、リーフレットを作成し配布した。 

・学生向け研修会  参加者  １年生７９名、２年生１１名、３年生８名 

・教職員向けキャンパスハラスメント防止研修会 

参加者  

教員４９名［対象者数５１名］、 

事務職員２０名［対象者数２１名］ 

(3) 謝金単価を明確にするなど、科学研究費等補助金取扱要綱の改正を行った。 

 

３ 環境の保護に関する目標を達成するための措置 

(1)   (財)省エネルギーセンターによる省エネルギー診断を１月に受診し、今後の対策を検討し

た。 

(2)  環境美化運動として、大学周辺のゴミ拾いを５月と１１月に行った。 

・第１回 参加者  教員１６名 事務職員１４名 

・第２回 参加者  教員１７名、事務職員１７名 
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＜予算、収支計画及び資金計画＞ 

１ 予算 

（単位：百万円） 

区   分 予 算 決 算 差  額 

収入 
運営費交付金 
自己収入 
授業料等収入 
雑収入 

  目的積立金取崩額 
計 

 
  ６７９ 
  ２３５ 
  ２２２ 

１３  

０ 
９１４ 

 
  ６０８ 
  ２４０ 
  ２２３ 

１７ 
１  

８５１ 

 
  △７１ 
   ５ 
  １ 
４ 
１  

△６３ 

支出 
業務費 
教育研究経費 
人件費 
一般管理費 

計 

 
８６０ 
２３０ 
６３０ 
 ５４ 
９１４ 

 

 
７５４ 
２０３ 
５５０ 
５０ 
８０４ 

 
 

 
△１０６

△２７ 
△８０ 
△４ 

△１１０ 
 

 ※金額は百万円未満を切り捨てて表示しているので、合計額と一致しないことがあります。 
 

２ 収支計画 

（単位：百万円） 

区   分 予 算 決 算 差  額 

費用の部 

 経常費用 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

  一般管理費 

   財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

  ９２７ 
  ９２７ 
  ７９９ 
１６９ 

  ６３０ 
 ５４ 
１ 
０ 

 ７３ 
 ０ 

  ８３３

８３３ 
  ７２３

１７１ 
５５２ 
４８ 
  ０ 
０ 

６０ 
０ 

△９４ 
△９４ 
△７６ 
 ２ 
△７８ 
 △６ 
△１ 
０ 

△１３ 
０ 
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収益の部 

  経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料等収益 

財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

臨時利益 

  ９２７ 
  ９２７ 
  ６６６ 
  ２２２ 

０ 
１３ 
１ 

   ２５ 
  ０ 

 ８７３ 
 ８６０ 
 ６０３ 
 ２１３ 

０ 
１７ 
０ 

 ２５ 
１３ 

△５４ 
△６７ 
△６３ 
△９ 
０ 
４ 
△１ 
０ 
１３ 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

０ 
０ 
０ 

 

４０ 
１ 

４１ 
 

４０ 
１ 
４１ 

※金額は百万円未満を切り捨てて表示しているので、合計額と一致しないことがあります。 
 

３ 資金計画 

（単位：百万円） 

区   分 予 算 決 算 差  額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期への繰越金 

９１４ 
  ８５２ 

１３ 
 ４９ 
０ 

９７４ 
  ７７６ 

９４ 
 ３６ 
６７ 

６０ 
△７６ 
８１ 
△１３ 
６７ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料等による収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

前期からの繰越金 

９１４ 
  ９１４ 
６７９ 
 ２２２ 
１３ 
０ 
０ 
０ 

９７４ 
  ８４２ 
６００ 

 ２２１ 
２０ 
０ 
０ 

１３２ 

６０ 
△７２ 
△７９ 
△１ 
７ 
０ 
０ 

１３２ 

  ※金額は百万円未満を切り捨てて表示しているので、合計額と一致しないことがあります。 
 

＜短期借入金＞ 

 該当なし 

＜重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画＞ 

  該当なし 

＜剰余金の使途＞ 
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平成２２年度の剰余金５千万円を目的積立金とし、このうち１３５万円を取り崩して、施設設

備の改善等に充てた。 

使途の内容 災害用備蓄品の購入  

＜岐阜県地方独立行政法人法施行細則（平成２２年岐阜県規則第４７号）で定める業務運営に関

する事項＞ 

１ 施設及び設備に関する計画 

該当なし 

２ 人事に関する計画 

人事の適正化に関する目標を達成するための措置に記載のとおり 

３ 中期目標の期間を超える債務負担 該当なし 

４ 法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計

画 該当なし 

５ その他法人の業務運営に関し必要な事項 該当なし 
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